
平成１８年３月期　　　中間決算短信（非連結）

上　場　会　社　名 ＮＥＣモバイリング株式会社 上場取引所　東
コ　ー　ド　番　号 9430 本社所在都道府県　神奈川県
（ＵＲＬ　http://www.nec-mobiling.com/　）
代　　 表　 　者　役職名　代表取締役社長　　氏名　松尾　義武
問い合わせ責任者　役職名　取締役執行役員　　氏名　川村　廣樹 TEL(045)476－2311
決算取締役会開催日　　　　平成17年10月27日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　平成17年12月７日 単元株制度採用の有無　有（1単元 100株）

親会社等の名称　　日本電気株式会社　　（コード番号：6701） 親会社等における当社の議決権所有比率　　51.0％

１．17年9月中間期の業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日）
(1)経営成績 （百万円未満は四捨五入表示）

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 59,459 △ 18.1 1,439 △ 48.2 1,380 △ 50.6
16年9月中間期 72,625 △ 3.8 2,776 △ 10.4 2,793 △ 9.8
17年3月期 140,195 3,887 3,855

百万円 ％ 円　銭
17年9月中間期 802 △ 49.7 －
16年9月中間期 1,594 △ 5.5 －
17年3月期 2,105 －
(注)①持分法投資損益　17年9月中間期　　－　　百万円　　16年9月中間期　　－　　百万円　　17年3月期　　－　　百万円

　　②期中平均株式数　17年9月中間期　14,529,400株　　16年9月中間期　14,529,400株　　17年3月期　14,529,400株

　　③会計処理の方法の変更  無

　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

17年9月中間期      －
16年9月中間期      －
17年3月期      －

(3)財政状態
総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％
17年9月中間期 48,637 23,034 47.4     1,585  34
16年9月中間期 49,360 22,374 45.3     1,539  89
17年3月期 50,715 22,558 44.5     1,552  57
(注)①期末発行済株式数　17年9月中間期　14,529,400株　　　16年9月中間期　14,529,400株　　17年3月期　14,529,400株

　　②期末自己株式数　　17年9月中間期　　　　　－株　　　16年9月中間期　　  　　－株　　17年3月期　　    　－株

(4)キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年9月中間期 2,198 △ 436 △ 331 13,577
16年9月中間期 1,489 △ 647 △ 290 11,783
17年3月期 2,550 △ 1,029 △ 613 12,131

２．18年3月期の業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日)
売　上　高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

期　末
百万円 百万円 百万円     円  銭      円  銭

通　期 130,000 4,000 2,320   22  50    45  00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　159円68銭

上記及び添付資料に記載した業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。実際の業績は、

今後様々な不確定な要因や事業運営における経済情勢、社会情勢により異なる場合がありますのでご承知おきください。

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の4～6ページを参照してください。
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平成17年10月27日
ＮＥＣモバイリング株式会社

平成17年度（第34期）　中間決算概要

決算業績

百万円 百万円 ％ 百万円

72,625 59,459 △ 18.1 140,195

百万円 百万円 ％ 百万円

2,793 1,380 △ 50.6 3,855

百万円 百万円 ％ 百万円

1,594 802 △ 49.7 2,105

円 円 円 円

109.70 55.23 △ 54.47 144.88

百万円 百万円 ％ 百万円

49,360 48,637 △ 1.5 50,715

百万円 百万円 ％ 百万円

22,374 23,034 3.0 22,558

人 人 人 人

1,494 1,487 △ 7 1,494

問合せ先 ＮＥＣモバイリング株式会社
〒222-8540　横浜市港北区新横浜三丁目16-8 　℡（045）476-2311

本資料に記載されているＮＥＣモバイリング株式会社の現在の戦略、計画、認識などのうち、将来の業績等に関する見
通しは、リスクや不確定な要因を含んでおります。実際の業績はさまざまな要因により、見通しとは大きく異なる結果
となりうることをご承知ください。実際の業績に影響を与えうる重要な要因には、当社の事業領域を取り巻く経済情
勢・社会的動向、当社の提供する製品やサービスに対する需要動向や競争激化による価格下落圧力、顧客の求めに応じ
ることの出来る技術能力などです。なお、業績に影響を与えうる要因はこれらに限定されるものではありません。

株 主 資 本

前年同期増減

総 資 産

第 34 期 中 間 期

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

１株当たり中間(当期)純利益

第 33 期

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

従 業 員 数

第 33 期 中 間 期

自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日

経 常 利 益

売 上 高

中間（当期）純利益
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1. 企業集団の状況 
 

当社は親会社である日本電気㈱を中核とした企業集団である日本電気㈱グループに属しております。日本電気㈱

グループは、コンピュータ、通信機器、電子デバイス、ソフトウェアなどの製造および販売ならびに関連サービス

の提供を行っており、その主要なオペレーティング・セグメントは「ＩＴソリューション事業」、「ネットワークソ

リューション事業」及び「エレクトロンデバイス事業」であります。当社は、この中の「ネットワークソリューショ

ン事業」に属し、通信機器、とりわけ携帯電話に代表される移動通信分野に係る事業を行っております。 

当社の企業集団は、当社、日本電気㈱、関連当事者２社で構成されております。 

当社の企業集団の事業系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

システムエンジニアリング     委託 

保守サービス 

移動通信端末 

モバイルソリューション 

 

 

資金の預入れ 

ソフトウェア開発 

システムエンジニアリング               保守用部品等             建物の賃借 

自営通信システム 

保守サービス 

 

 

 

 

 

関係会社の状況 

名 称 住 所 
資 本 金 

(百万円) 
主 要 な 事 業 の 内 容

議 決 権 の

被所有割合
関 係 内 容 摘要

（親会社） 

日本電気㈱ 

 

東京都 

港区 

 

337,821 

 

 コンピュータ、通信機

器、ソフトウェアなどの

製造および販売ならびに

関連サービスの提供を含

むＩＴ・ネットワークソ

リューション事業 

 

51.00％ 

 

 

当社の製品の一部を販売して

おります。また当社のソフトウェ

アを盛り込んだ商品・製品の製

造・販売を行っております。 

役員の兼任：５名 

 

（注）

 

 （注）有価証券報告書を提出しております。 
 
 
 
 
 
 

一 般 顧 客 

  当        社 

親会社の子会社 

埼玉日本電気㈱

親会社の子会社 

ＮＥＣファシリティーズ㈱

親会社 日本電気㈱ 
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2. 経営方針 
 

(1)経営の基本方針 

当社は創業以来、移動通信機器・システムの設計、ソフトウェア開発、製造、システムエンジニアリング、保守、

そして全国に展開する販売と、モバイル通信分野での幅広い事業活動を展開し成長とスピードを重視した経営を行っ

てまいりました。また、「モバイル・マルチメディアをとおして、世界の人々が、いつでも、どこでも相互に理解を

深め、個性を十分に発揮し合う活き活きした社会の実現に貢献します。」という企業理念のもと、ブロードバンド＆

モバイルインターネットの発展とともに成長してまいりました。 

当社は今後とも、人々にとって最適なモバイル価値の創造を目指し、個人の生活シーンや法人のビジネスシーンに

おけるモバイルサービスの提供を行い、ブロードバンド＆モバイルインターネットを核とした情報化社会の確立に貢

献する企業として発展してまいります。 

 
(2)利益配分に関する基本方針 

当社の配当政策といたしましては、経営基盤の確立と事業拡大のための内部留保の充実とともに、株主尊重・重視

を重要事項と位置付け、安定配当を旨としながら、配当性向水準も考慮に入れて決定してまいります。 

なお、内部留保資金の使途につきましては、今後の移動通信における新しい技術への対応や、モバイルソリューショ

ン事業などモバイル価値の創造に向けた新領域への業容拡大、販売チャネルの拡充、品質管理、人材育成、戦略的投

資などに投入する方針であります。 

 

(3)中長期的な経営戦略 

我が国の移動通信市場は、携帯電話加入率の上昇による飽和懸念もある中で、世界でも最先端の技術を次々に導入

することで急速に拡大し、ブロードバンド＆モバイルインターネットに象徴される情報通信社会の発展を先導してま

いりました。第三世代移動通信サービスの開始により、移動通信市場はモバイルとブロードバンドの融合が進む中で

ますます発展していくと期待されるものの、少数キャリアが開発から販売やＩＳＰ（インターネット・サービス・プ

ロバイダー）サービスに至るまで全てを行う垂直型の市場統合が困難になり、これまでの移動通信市場の発展を支え

てきたさまざまな当該業界の特異性や特殊性が変質していくものと予想されます。具体的には、携帯電話の番号ポー

タビリティの導入、新規事業者の参入、ＦＭＣ（フィックスト・モバイル・コンバージェンス）の進展、無線ＬＡＮ

の台頭などの多くの要因が、市場の質的変貌や新市場の出現などの市場構造の変化を引き起こすものと思われます。 

すでに音声通信からデータ通信へと需要のシフトが起こり、ユーザーニーズに対応して端末機能は多様化し個別ア

プリケーションが増大しております。また、携帯電話加入率の上昇による飽和状況ともあいまって、当社が展開して

いるショップ事業についても、買換え需要の確保、既加入者の維持、新しいサービスの提案を中心とする事業形態へ

と変化しております。なかでもパケット定額制の普及によるコンテンツ配信サービスの充実や、電子マネー・クレジッ

ト機能搭載端末の普及などによる生活インフラの構築といった新サービスの提供によって、今後は市場のさらなる拡

大が期待されます。 

このような状況の下、当社はブロードバンド＆モバイルインターネットを核とした情報化社会の確立に貢献する企

業としてより一層の発展を目指してまいります。そのための経営目標としては、既存事業の成長と収益の確保を追求

するとともに、市場変化に迅速に対応する柔軟性と新たな市場機会を貪欲に開拓する先進性を重んじて、事業の発展

に注力し業績の向上と株主価値の向上に努めてまいります。 

 

(4)対処すべき課題 

現在、携帯電話販売事業は、新規加入者の伸び率の低下に見られるように、短期的には厳しい事業環境にありま

す。しかしながら、第三世代移動通信サービスの普及とあいまって、機種変更需要が喚起され、また音声通話から

モバイルインターネットへの市場変化の本格化やユビキタス時代の到来に向けて新しい市場が形成されていくと

考えます。携帯電話の番号ポータビリティの導入、1.7GHz帯域周波数の割り当てによる新規移動通信事業者の参入

による競争促進など、今後の移動通信市場は変革の時代を迎え、競争条件は厳しくなるものの、多くの新しい市場

や事業機会が生まれてくるものと考えます。 

当社は機種変更需要を中心に今後も堅調な推移が予想されるショップでの携帯電話販売や端末保守事業で着実

な成長を図るとともに、当社の持つ移動通信関連の深い知見やノウハウ、技術力などのリソースを活用し、モバイ

ルインターネット社会の発展の中で、顧客に対するさまざまなモバイル価値の提供を行う事業を開拓してまいりま
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す。 

その為に顧客にとってのモバイル価値を理解し、最適なモバイル環境の活用を提案するコンサルティング能力の

強化、新規事業機会の発掘や新規事業を推進支援するインキュベーション能力が最重要課題となっております。こ

の課題に向け、当社の保有するリソース、特に全国展開している販売リソースを有効活用する仕組み作りを推進す

るとともに、人材の育成にも注力してまいります。また、これらの課題に的確に対処し当社の発展をより確実なも

のとするため、全社的に業務プロセス改革活動を推進すると共に、全社リソースの重点事業への再配分などによる

経営改善活動を強化してまいります。 

 

(5)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実こそ、企業価値を高めるための重要な経営課題と認識しております。コー

ポレート・ガバナンスの充実のためには、株主の権利の保護、企業の社会的責任の自覚、経営の監督が不可欠である

と考えております。まず、株主の権利の保護につきましては、株主総会の早期開催、招集通知や議決権行使のＩＴ化、

招集通知の早期送付等を実施することで株主が総会に参加しやすい環境の整備を行っていくことが必要であると考

えております。次に、企業の社会的責任につきましては、コンプライアンス体制の整備、上場会社としての充実した

適時情報開示体制の整備等を行うことで企業の透明性を高める必要があると考えております。そして、経営の監督に

ついては、取締役会、監査役および監査役会がそれぞれの役割に応じた監督機能を発揮させることで業務執行の効率

化、適法性および会計処理の信頼性が担保されるものと考えております。当社としましては、以上の各施策を実施し

ていくことでコーポレート・ガバナンスの強化に努めてまいりたいと考えております。 

 

2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は毎月開催される取締役会において事業内容を熟知する取締役により意思決定を行っており、また、取締役７

名の内３名が社外取締役となっており、客観的な立場から経営に関する重要なアドバイスを受けております。経営の

監視につきましては、当社は監査役制度をとっており、非常勤監査役２名を含む合計４名の社外監査役による監査が

有効に機能しており、社内の監査を定期的に行うとともに取締役会において、適宜、適法性の観点から意見の表明を

行っております。また、適宜顧問弁護士より適法性の観点から経営、業務全般に対し必要なアドバイスを受けており

ます。なお、平成17年６月より執行役員制度を導入し、これにより取締役会の経営監督機能をより強化し、業務執行

については迅速かつ効率的な体制を整備いたしました。以上のとおり、当社としましては、監査役制度と執行役員制

度のもとで上場会社に求められるコーポレート・ガバナンスを構築してまいります。 
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3. 経営成績及び財政状態 
 
(1)経営成績 

1)当中間会計期間の概況 
①全般的概況 

当中間会計期間の我が国経済は、企業収益の改善により設備投資が増加傾向にあるなど、おおむね緩やかな景

気回復が続きました。しかしながら一方で、個人消費の減少傾向、消費者物価の下落などデフレ傾向は継続して

おり、厳しい事業環境を脱するには至っておりません。 

移動通信市場では、インターネット接続機能を有する携帯電話の契約数は、前期末比2.8％増の7,723万件に達

し、携帯電話のインターネットとの融合がさらに進みました。また、第三世代移動通信サービス対応端末が前期

末比25.4％増の3,807万件に達しました。特に、当社の販売事業の主力であるＮＴＴドコモの端末市場では、魅力

的な新機種の投入、通信エリアの充実、料金体系の見直しなどにより、第三世代移動通信サービス対応のＦＯＭ

Ａ（Freedom of Mobile Multimedia Access）端末の契約数は、1,677万件（前期末比 45.8％増）となるなど大き

な進展を見せました。一方で、当中間会計期間の携帯電話全体の累計加入件数が普及率の上昇などから8,913万件

と前期末比2.4％増にとどまり、また純増数は213万件と前年同期比11.0％の減少となるなど、携帯電話の新規加

入者の増加は頭打ち状態であり、携帯電話需要は高機能な新型端末への取替が中心となりました。 

このような事業環境のもと、当社は、ＦＯＭＡ端末の需要の開拓やモバイルソリューション事業の開発などの

市場の拡大と、原価低減や生産性の向上などの事業効率の改善、特に需要の減少した端末ソフトウェア開発や自

営通信システム事業での効率改善に注力いたしました。 

しかしながら、端末ソフトウェア開発業務の減少によるモバイルソフトウェア売上の減少、自営通信システム

事業の需要低迷、及びＰＤＣ(Personal Digital Cellular)端末需要の減退による販売事業・保守事業の売上減少

などから、当中間会計期間の売上高は594億59百万円（前年同期比 18.1％減）にとどまりました。利益面でも、

端末ソフトウェア開発や自営通信システム事業、販売事業、保守事業での売上の減少による影響や、法人ソリュー

ション事業の市場開拓に向けた先行投資費用が引き続き発生したことなどにより、営業利益は14億39百万円（同 

48.2％減）、経常利益は13億80百万円（同 50.6％減）、当期純利益については8億2百万円（同 49.7％減）とな

りました。 

 

②部門別概況 

(ｱ) モバイルソフトウェア事業 

当中間会計期間においては、日本電気㈱がＮＴＴドコモ向けに生産するＦＯＭＡを中心とした携帯電話端末

のソフトウェア開発、および第三世代移動通信システム用の基地局用装置のソフトウェア開発を行うとともに、

新規事業開拓に努めました。しかしながら、ＰＤＣ端末の開発が減少したことなどから、売上高は44億80百万

円（前年同期比 41.5％減）となりました。営業損益については、経費の圧縮を進めたこと等により、前年度

下半期の赤字から黒字転換し1億33百万円（同 27.8％減）の利益を確保しました。 

 (ｲ) モバイルインテグレーション＆サポート事業 

当中間会計期間においては、列車無線需要の一巡などによる自営通信システム関連事業の減少や、保守・サ

ポート関連での需要減少などにより、売上高は105億86百万円（前年同期比 24.7％減）となりました。営業利

益についても、自営通信システム事業等での効率改善などの施策実行に努めたものの、売上高減少の影響が大

きく、5億77百万円（同 60.1％減）となりました。 

 (ｳ) モバイルセールス事業 

当中間会計期間においては、携帯電話の新規加入者数の減少など市場が飽和傾向を示す中で、端末需要は減

少し、販売代理店間の競争も激化いたしました。このような状況の下、利用可能地域の拡大や新機種の投入に

より増加したＦＯＭＡ対応端末に対する取替需要の開拓および販売チャネルの拡充に努めました。 

この結果、当中間会計期間の売上高は443億93百万円（前年同期比 12.8％減）となりました。営業利益につ

いては、生産性向上など事業効率の改善に努めた結果、売上が減少したにもかかわらずショップ事業において

前年度下半期以上の利益を確保いたしました。しかしながら、ソリューション事業などモバイル価値を提案す

る新事業の開拓に向けての先行投資を引き続き行ったことから、モバイルセールス事業全体としての営業利益

は7億29百万円（同 36.3％減）となりました。 
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2)通期の見通し 

今後の我が国経済は、原油高などの懸念材料があるものの、緩やかな景気拡大が続くものと思われます。移動通

信市場では、パケット通信の定額制の一層の浸透やモバイルセントレックスなどの本格化、料金体系の見直しなど

により、第三世代対応端末市場は拡大し、ユーザーへの新しいモバイル価値を提案するソリューション志向の新市

場の立ち上りが見込まれます。 

しかしながら、新規加入需要は飽和状態であり、従来型の端末販売需要の減少傾向は継続すると予想されます。

また、来年度以降に予定される携帯電話の番号ポータビリティや新規事業者参入を控え、加入者の維持獲得、囲い

込みが重要課題となってきており、キャリア間および代理店間の競争状況が激化すると予想されます。 

このような状況の下、当社は携帯電話販売及び保守サービス事業の事業拡大に向けて積極的な展開を行うととも

に、原価および経費の低減や事業効率の改善、業務プロセス改革などの経営改善活動を推進し、収益の確保に取り

組んでまいります。 

 

当事業年度の業績については、携帯電話の販売台数減少による売上の減少と、経費削減、業務プロセス改革など

の経営効率化による利益率の向上を計画し、以下のように見込んでおります。売上高は期初計画比で100億円の減

少ですが、経常利益、当期純利益については期初計画通りとなる見通しです。 

 

売上高           1,300億00百万円    （前期比  7％減） 

経常利益           40億00百万円    （前期比  4％増） 

当期純利益          23億20百万円    （前期比 10％増） 

 

 

(2)財政状態 

1)当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況 
当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が、投資

活動及び財務活動にて使用した資金を上回ったため、前期末より14億46百万円増加し、135億77百万円(前期末比 

11.9％増)となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、21億98百万円(前年同期比 47.6％増)となりました。 

これは、未払費用の減少が18億21百万円、仕入債務の減少が11億86百万円あるものの、税引前中間純利益を13

億80百万円計上したことに加え、売上債権が30億85百万円減少したこと、未収入金が10億50百万円減少したこと等

によるものです。 

なお、前年同期比では、仕入債務の減少幅が縮小したこと、ならびに法人税等の支払額が減少したこと等により

7億9百万円の増となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、4億36百万円(前年同期比 32.6％減)となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出2億22百万円と無形固定資産の取得による支出2億4百万円によるも

のです。 

なお、前年同期比では、関係会社への出資および営業譲り受けによる支出が今期は発生しなかったこと等により

2億11百万円の支出減となりました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、3億31百万円（前年同期比 14.1％増）となりました。 

これは、主に第33期期末配当金の支払いによるものです。 
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2)通期の見通し 

平成18年３月期における現金及び現金同等物の期末残高は、前事業年度末より40百万円増加し、121億71百万円

を見込んでおります。 

これは、営業活動によるキャッシュ・フローの収入を39億円、投資活動によるキャッシュ・フローの支出を32

億円、財務活動によるキャッシュ・フローの支出を6億60百万円見込んでいることによります。 

 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りです 

 平成16年９月末 平成17年３月末 平成17年９月末 

株主資本比率 45.3％ 44.5％ 47.4％ 

時価ベースの株主資本比率 71.1％ 61.9％ 60.8％ 

 

(3)事業等のリスク 

・日本電気㈱グループとの関係 

当社は、モバイルソフトウェア事業とモバイルインテグレーション＆サポート事業の大半の業務を日本電気㈱ 

グループから受託しております。 

・モバイルソフトウェア事業について 

モバイルソフトウェア事業においては、主として日本電気㈱との契約に基づき開発を行っております。日本電

気㈱製の移動通信端末及び基地局装置等については市場で一定の評価を得ておりますが、同社製品のシェアある

いは同社の移動通信事業の展開方針によっては、当社の経営成績に影響が出る可能性があります。 

・モバイルインテグレーション＆サポート事業について 

モバイルインテグレーション＆サポート事業においては、移動通信事業者が所有する携帯電話基地局システ 

ムなどの移動通信システムに係るシステムエンジニアリング（システム設計、基地局選定、システムインテグ 

レーション、据付工事、現地調整試験、システム総合試験、無線伝播実測、システム運用、保守サービス等）を 

行っております。また、官公庁の公共公益無線システム、県・市町村の防災行政無線システムなどの自営通信シ 

ステムについて、主として日本電気㈱が受注した案件に関して同社より業務委託を受けて、装置の開発、設計、 

製造、工事、現地調整、保守を行っております。 

そのため、当社の業績は、移動通信事業者の基地局装置に対する設備投資の動向や、公共事業費の動向等に 

影響を受ける可能性があります。 

・モバイルセールス事業について 

移動通信業界は、高機能化などにより大きな発展を遂げております。しかし、普及率の高まりと共に新規利 

用者の増加率は低下傾向にあり、各移動通信事業者間の利用者獲得競争同様に当社を含めた販売会社の競争は 

激化するものと考えております。 

移動通信市場は競争の激しい分野であり、当社の業績は競争の激化による利益率の低下等により影響を受け 

る可能性があります。 

・㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモグループとの関係について 

当社の販売する携帯電話端末はドコモブランドが大半を占めるため、商品仕入及び手数料等の収受についても 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモグループとの取引比率が高くなっております。 

このため、当社の業績は、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモグループからの仕入条件や手数料等の動向、新商品・ 

新サービスの動向、他の移動通信事業者との競合状況等によって影響を受ける可能性があります。 

・為替変動リスクについて 

当社は、アジア、ヨーロッパ地域における日本電気㈱の海外法人に対する日本電気㈱の携帯電話端末の保守用

部品の供給業務など、ＵＳ＄を始めとする外貨建ての販売並びに仕入取引を行っており、為替相場の変動は当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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4.中間財務諸表等 
(1) 中間財務諸表   

① 中間貸借対照表           
（単位：百万円）

第33期 中間期 

(平成16年９月30日)

第34期 中間期 

(平成17年９月30日)

前年同期比

増減 

第33期 

(平成17年３月31日)

当期 

増減 

期  別 
 
 
科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比 金額 

（資 産 の 部） ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産  42,957 87.0 42,107 86.6 △850 44,264 87.3 △2,157

 現 金 及 び 預 金  8,783 10,577 1,794 9,131 1,446

 受 取 手 形  2 3 1 4 △1

 売 掛 金  18,543 15,223 △3,320 18,307 △3,084

 た な 卸 資 産  6,419 5,561 △858 5,503 58

 未 収 入 金  5,062 6,046 984 7,096 △1,050

 関 係 会 社 預 け 金  3,000 3,000 - 3,000 -

 繰 延 税 金 資 産  626 939 313 612 327

 そ の 他  612 847 235 704 143

 貸 倒 引 当 金  △90 △89 1 △93 4

     

Ⅱ 固 定 資 産  6,403 13.0 6,530 13.4 127 6,451 12.7 79

 有 形 固 定 資 産  1,106 2.3 1,286 2.6 180 1,198 2.4 88

 無 形 固 定 資 産  1,732 3.5 1,362 2.8 △370 1,582 3.1 △220

 投 資 そ の 他 の 資 産  3,565 7.2 3,882 8.0 317 3,671 7.2 211

 繰 延 税 金 資 産  1,275 1,226 △49 1,367 △141

 そ の 他  2,332 2,699 367 2,346 353

 貸 倒 引 当 金  △42 △43 △1 △42 △1

 資 産 合 計  49,360 100.0 48,637 100.0 △723 50,715 100.0 △2,078

（負 債 の 部）  

Ⅰ 流 動 負 債  23,938 48.5 21,953 45.1 △1,985 24,807 48.9 △2,854

 支 払 手 形  508 402 △106 619 △217

 買 掛 金  12,762 11,739 △1,023 12,731 △992

 未 払 法 人 税 等  1,175 713 △462 590 123

 未 払 費 用  8,351 7,733 △618 9,554 △1,821

 ポ イントサービス引当金  19 - △19 1 △1

 そ の 他  1,123 1,366 243 1,312 54

     

Ⅱ 固 定 負 債  3,048 6.2 3,650 7.5 602 3,350 6.6 300

 退 職 給 付 引 当 金  2,896 3,402 506 3,183 219

 預 り 保 証 金  152 248 96 167 81

 負 債 合 計  26,986 54.7 25,603 52.6 △1,383 28,157 55.5 △2,554

（資 本 の 部）  

Ⅰ 資 本 金  2,371 4.8 2,371 4.9 - 2,371 4.7 -

Ⅱ 資 本 剰 余 金  2,707 5.5 2,707 5.6 - 2,707 5.3 -

 資 本 準 備 金  2,707 2,707 - 2,707 -

Ⅲ 利 益 剰 余 金  17,295 35.0 17,955 36.9 660 17,479 34.5 476

 利 益 準 備 金  21 21 - 21 -

 任 意 積 立 金  14,960 16,460 1,500 14,960 1,500

 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  2,314 1,474 △840 2,498 △1,024

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1 0.0 1 0.0 - 1 0.0 -

 資 本 合 計  22,374 45.3 23,034 47.4 660 22,558 44.5 476

 負 債 資 本 合 計  49,360 100.0 48,637 100.0 △723 50,715 100.0 △2,078
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② 中 間 損 益 計 算 書       
（単位：百万円）

第33期 中間期 

自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日

第34期 中間期 

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

増減 

第33期 

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

 期  別 
 
 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 比 率 金 額 百 分 比

  ％ ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高  72,625 100.0 59,459 100.0 △13,166 △18.1 140,195 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  65,586 90.3 53,352 89.7 △12,234  127,676 91.1

 売 上 総 利 益  7,039 9.7 6,107 10.3 △932 △13.2 12,519 8.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  4,263 5.9 4,668 7.9 405  8,632 6.1

 営 業 利 益  2,776 3.8 1,439 2.4 △1,337 △48.2 3,887 2.8

Ⅳ 営 業 外 収 益  34 0.0 39 0.1 5  18 0.0

Ⅴ 営 業 外 費 用  17 0.0 98 0.2 81  50 0.1

 経 常 利 益  2,793 3.8 1,380 2.3 △1,413 △50.6 3,855 2.7

Ⅵ 特 別 利 益  9 0.0 - - △9  6 0.0

Ⅶ 特 別 損 失  93 0.1 - - △93  236 0.1

 税引前中間(当期)純利益  2,709 3.7 1,380 2.3 △1,329 △49.1 3,625 2.6

 法人税、住民税及び事業税  1,186 1.6 764 1.3 △422  1,669 1.2

 法 人 税 等 調 整 額  △71 △0.1 △186 △0.3 △115  △149 △0.1

 中間（当期）純利益  1,594 2.2 802 1.3 △792 △49.7 2,105 1.5

 前 期 繰 越 利 益  720 672 △48  720

 中 間 配 当 額  - - -  327

 中間（当期）未処分利益  2,314 1,474 △840  2,498
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③中間キャッシュ・フロー計算書   
（単位：百万円）

第33期 中間期 

自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日

第34期 中間期 

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日
増減 

第33期 

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  2,709 1,380 △1,329 3,625 

 減 価 償 却 費  450 478 28 922 

 貸 倒 引 当 金 の 減 少 額  △9 △3 6 △6 

 退職給付引当金の増加（△減少）額  204 △5 △209 321 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金  △3 △4 △1 △6 

 支 払 利 息  1 1 - 3 

 為 替 差 益  △13 △15 △2 △5 

 有 形 固 定 資 産 売 却 損  - - - 5 

 有 形 固 定 資 産 廃 棄 損  15 21 6 41 

 無 形 固 定 資 産 廃 棄 損  - 1 1 - 

 無 形 固 定 資 産 評 価 損  - 75 75 - 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  - - - 50 

 売 上 債 権 の 減 少 額  2,728 3,085 357 2,963 

 た な 卸 資 産 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額  19 △58 △77 957 

 未 収 入 金 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額  1,211 1,050 △161 △823 

 仕 入 債 務 の 減 少 額  △3,079 △1,186 1,893 △3,036 

 未 払 費 用 の ( △ 減 少 ) 増 加 額  △986 △1,821 △835 216 

 未 払 消 費 税等 の 増加 （△ 減 少） 額  44 △91 △135 75 

 預 り 金 の （ △ 減 少 ） 増 加 額  △129 124 253 △63 

 そ の 他  32 △193 △225 127 

 小   計  3,194 2,839 △355 5,366 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  3 4 1 6 

 利 息 の 支 払 額  △1 △1 - △3 

 法 人 税 等 の 支 払 額  △1,707 △644 1,063 △2,819 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  1,489 2,198 709 2,550 

       

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △220 △222 △2 △389 

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  - - - 1 

 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △221 △204 17 △376 

 営 業 譲 り 受 け に 伴 う 支 出  △76 - 76 △108 

 関 係 会 社 へ の 出 資 に よ る 支 出  △137 - 137 △164 

 そ の 他  7 △10 △17 7 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △647 △436 211 △1,029 

       

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

 配 当 金 の 支 払 額  △290 △331 △41 △613 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △290 △331 △41 △613 

       

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  13 15 2 5 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額  565 1,446 881 913 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高  11,218 12,131 913 11,218 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高  11,783 13,577 1,794 12,131 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
第33期 中間期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．資産の評価基 

  準及び評価方 

  法 

(1)たな卸資産 

  商品・製品・半製品・原材

  料 

   先入先出法による低価法

  仕掛品   

   個別法による原価法 

(2)有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

   時価のないもの 

    …移動平均法による原

価法 

(1)たな卸資産 

  商品・製品・半製品・原材

  料 

同左 

  仕掛品   

同左 

(2)有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1)たな卸資産 

  商品・製品・半製品・原材

  料 

同左 

  仕掛品 

同左 

(2)有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

   …決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資

本直入法により処理

     し、売却原価は移動

     平均法により算定）

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減 

    価償却の方法 

有形固定資産 … 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物        3～18年

構築物       8～21年

機械及び装置   9年、18年

工具器具及び備品  2～20年

無形固定資産 … 定額法 

 なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込有効期

間（３年）に基づく償却方法を

採用し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

有形固定資産 … 定率法 

同左 

 

 

 

 

 

無形固定資産 … 定額法 

同左 

有形固定資産 … 定率法 

同左 

 

 

 

 

 

 無形固定資産 … 定額法 

同左 

３．引当金の計上 

    基準 

(1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

(1)貸倒引当金 

同左 
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第33期 中間期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分

額を特別損失処理しておりま

す。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

額法により費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

額法により費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より「「退

職給付に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第３

号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針

第７号 平成17年３月16日）

を適用しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分

額を特別損失処理しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

額法により費用処理すること

としております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 
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第33期 中間期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(3)ポイントサービス引当金 

将来の「わくわくポイント

カード」等のポイントサービス

の利用による費用負担に備える

ため、利用実績率に基づき当事

業年度下半期以降に利用される

と見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。 

（追加情報） 

前事業年度下半期より、ポイ

ントサービス引当金を計上して

おります。 

これは、ポイント残高の重要

性が増したために行ったもので

あります。 

これにより、従来の方法に

よった場合と比べ、営業利益、

経常利益、税引前中間純利益が

19百万円増加しております。 

(3) 

 

(3)ポイントサービス引当金 

将来のポイントサービスの利用

による費用負担に備えるため、

利用実績率に基づき翌期以降に

利用されると見込まれるポイン

トに対する所要額を計上してお

ります。 

４．リース取引の 

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

５．中間キャッ 

シュ・フロー計

算書（キャッ

シュ・フロー計

算書）における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。 

６．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

  なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺し、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

 

 

 

注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

第33期 中間期 
（平成16年９月30日） 

第34期 中間期 
（平成17年９月30日） 

第33期 
（平成17年３月31日） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

は1,615百万円であります。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

    は1,771百万円であります。 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額

    は1,704百万円であります。 

２ 関係会社預け金 

手元資金のリスク分散及び日本 

電気㈱グループの資金効率向上を 

図るための資金集中システムの期 

末残高であります。 

２ 関係会社預け金 

同左 

２ 関係会社預け金 

同左 
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（中間損益計算書関係） 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      3百万円 

為替差益      26 

 

１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      4百万円

為替差益      28 

 

１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      6百万円

受取手数料     7 

為替差益      2 

２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      1百万円 

固定資産廃棄損   15 

２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      1百万円

固定資産廃棄損   22 

固定資産評価損   75 

２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      3百万円

固定資産売却損   5 

固定資産廃棄損   41  

３ 特別利益 

貸倒引当金戻入益  9百万円 

３  ３ 特別利益 

貸倒引当金戻入益  6百万円

 

４ 特別損失 

退職給付会計基準変更時差異 

93百万円 

４  

 

４ 特別損失 

退職給付会計基準変更時差異 

186百万円

投資有価証券評価損 50 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産   141百万円 

無形固定資産   308 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産   152百万円

無形固定資産   323 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産   302百万円

無形固定資産   618 

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１ 現金及び現金同等物の中間期 

末残高と中間貸借対照表に掲記 

されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  8,783百万円 

関係会社預け金勘定 3,000    

現金及び現金同等物 11,783  

１ 現金及び現金同等物の中間期 

末残高と中間貸借対照表に掲記 

されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定  10,577百万円

関係会社預け金勘定 3,000   

現金及び現金同等物 13,577 

１ 現金及び現金同等物の期末残 

高と貸借対照表に掲記されてい 

る科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定  9,131百万円

関係会社預け金勘定 3,000   

現金及び現金同等物 12,131 

２ 当中間会計期間に営業の譲り受 

けにより増加した資産及び負債の 

主な内訳は次のとおりでありま 

す。 

流動資産      25百万円 

固定資産      64    

資産合計      89 

 

固定負債      13    

負債合計      13 

２  ２ 当事業年度に営業の譲り受けに

より増加した資産及び負債の主な

内訳は次のとおりであります。 

流動資産      49百万円

固定資産      72   

資産合計     121 

 

固定負債      13   

負債合計      13 

 

（リ ー ス 取 引 関 係） 

半期報告書の開示をＥＤＩＮＥＴにより行うため、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

第33期 中間期（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

  １．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差  額 

株    式 8 10 2 

合    計 8 10 2 

 

  ２．時価のない有価証券の内容                             （単位：百万円） 

 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券  

  非上場株式 50 

 

 

第34期 中間期（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

  その他有価証券で時価のあるもの                            （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差  額 

株    式 8 11 3 

合    計 8 11 3 

 

 

第33期（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

  １．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 貸借対照表計上額 差  額 

株    式 8 9 1 

合    計 8 9 1 

 

  ２．時価のない有価証券の内容                             （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

その他有価証券  

  非上場株式 － 

 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当社は、デリバティブ取引は、行っ

ておりませんので該当事項はありま

せん。 

当社は、重要なデリバティブ取引

は、行っておりません。 

また、中間期末残高がないため、該

当事項はありません。 

当社は、デリバティブ取引は、行っ

ておりませんので該当事項はありま

せん。 
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（持分法損益等） 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

該当事項はありません。 同  左 同  左 

 

 

（１株当たり情報） 

第33期 中間期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

第34期 中間期 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

第33期 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額   1,539.89円 

１株当たり中間純利益   109.70円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権付社

債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

１株当たり純資産額   1,585.34円

１株当たり中間純利益   55.23円

同 左 

１株当たり純資産額   1,552.57円

１株当たり当期純利益   144.88円

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権付社

債等潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
第33期 中間期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

 
第34期 中間期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

 
第33期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

中間（当期）純利益（百万円） 1,594 802 2,105 

期中平均株式数（株） 14,529,400 14,529,400 14,529,400 

 

 

(2) その他 

  平成17年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額…………………327百万円 

（ロ）１株当たりの金額………………………………22円50銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成17年12月7日 

 
（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

 



ＮＥＣモバイリング株式会社

平成１７年９月中間決算 補足資料

（単位：百万円）

平成16年9月 平成17年9月 前年同期比
前回公表値比
増減率 平成18年3月期 前期比

中間期 中間期 増減率 （7月26日） 通期予想 増減率

売上高 72,625 59,459 △18.1%    △8.5%      130,000 △7%        

営業利益 2,776 1,439 △48.2%    － 4,000 3%           
（対売上高比） (3.8%) (2.4%) (3.1%)

経常利益 2,793 1,380 △50.6%    15.0%       4,000 4%           
（対売上高比） (3.8%) (2.3%) (3.1%)

中間（当期）純利益 1,594 802 △49.7%    14.6%       2,320 10%          
（対売上高比） (2.2%) (1.3%) (1.8%)

1株当たり中間（当期）純利益（円） 109.70円 55.23円 － － 159.68円 －

1株当たり中間（年間）配当金（円） 22.50円 22.50円 － － 45.00円 －

配当性向（％） 20.5% 40.7% － － 28.2% －

総資本回転率（回）＊ 2.85回 2.39回 － － 2.43回 －

総資本経常利益率（％）＊ 10.9% 5.6% － － 7.5% －

株主資本当期純利益率（％）＊ 14.7% 7.0% － － 9.9% －

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 1,489 2,198 47.6% － 3,900 53%          

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 647 △ 436 － － △ 3,200 －

ﾌﾘｰ・ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 842 1,762 109.5% － 700 △54%      

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 290 △ 331 － － △ 660 －

研究開発費 216 247 14.4% － 480 0%

従業員数（人） 1,494人 1,487人 － － 1,480人 －

＊　平成16年9月中間期、平成17年9月中間期については、年額換算しております。

平成17年10月27日



事業区分別売上高・営業利益・営業利益率

（単位：百万円）

前年同期比 前期比

構成比 構成比 増減率 構成比 増減率

（％） （％） （％）

売　上　高 7,664 10.6%   4,480 7.5%    △41.5% 8,150 6.3%    △39%    

営業利益 185 6.6%    133 9.3%    △27.8% 140 3.5%    -          

（営業利益率） (2.4%) (3.0%) (1.7%) 

売　上　高 14,050 19.3%   10,586 17.8% △24.7% 25,600 19.7%   △4%     

営業利益 1,448 52.2%   577 40.1% △60.1% 1,980 49.5%   △15%    

（営業利益率） (10.3%) (5.5%) (7.7%) 

売　上　高 50,911 70.1%   44,393 74.7% △12.8% 96,250 74.0%   △4%     

営業利益 1,143 41.2%   729 50.6% △36.3% 1,880 47.0%   △4%     

（営業利益率） (2.2%) (1.6%) (2.0%) 

合計 売　上　高 72,625 100.0% 59,459 100.0% △18.1% 130,000 100.0% △7%     

営業利益 2,776 100.0% 1,439 100.0% △48.2% 4,000 100.0% 3%        

（営業利益率） (3.8%) (2.4%) (3.1%) 

平成１６年９月 平成１７年９月 平成１８年３月期

中間期 中間期 通期予想

金額 金額

（百万円） （百万円） （百万円）

モバイルソフト
ウェア事業

モバイルインテ
グレーション＆
サポート事業

モバイルセール
ス事業

金額


